




































































720c + 180v + 180 m = 1080 
一般的利潤率
180m '7C>:~~'~V()f\_. (=20%) .・H ・H ・H ・.，…………...・H ・..………①
720c+180v 
こふに 100Bたる商業資本が参加すれば，
1り2F 180m (=18%)…..・H ・...・H ・...・H ・..……②
720c十180v十100B







(6) Das Kapital， Dritter Band， Buch ][. Dietzverlag Berlin. 1953. (以下， Das Kapital 
][.と略称)S. 314.訳，長谷部氏訳， r資本論」第三部上，青木書庖刊，以下，訳
「資本論J][(上〉と略称406頁。
(7) Das Kapital-][. S. 314-5.訳， r資本論J-][(上)407-8頁。


























(9) Das Kapital-][. S. 332.訳「資本論J-][. (上)， 417頁。
側 lhid. S. 322.同訳書， 417頁。















































12週，投下総資本9ÖOG ，年回転数・ 4~i回転，労働期間の数は 4 回転。故に年
総生産物，W(3600) +150 (仕掛品〉
(2) 追加貨幣資本300G を投下O 回転数 4~'6， 労働期間の数5%，年総生産物
W (4500) +500 (仕掛品〉投下総資本 1200G。
さて， (1)と(2)を比較してみるに，資本の回転期間は同一であるが， (イ)投下資





師，) Das Kapital-.][ S. 309.訳「資本論J-][. (上)， 400-1頁。
(1日 DasKapital-l[. S. 261.訳「資本論J-l[. 339頁。
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(同 DasGeldkapital (貨幣資本〉は DasGeldkapital (貨幣資本〉 から出発し，
Das Geld如ρital(貨幣資本〉に帰着する点について，拙稿「商品流通J(2) I富大経
済論集_]13-4，参照。


















るO 産業資本家は商品を 900+ 1543-4 = 1054%で商人に売り，商人はこれを
1130(1080十彼が再填補せねばならぬ費用分50)で売る。」





ωDas Kapital-][. S. 323.訳「資本論J-][(上).418頁。
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900(c+v)(1十P')=1054%

























側 ローゼンベルグ著，梅村二郎訳「資本論註解」第6巻，開成社刊， 1956年， 394-5頁。
















1 492c十4c十20c十186v十62m十4ml 十(20m)=688 
IK 4c十20c+14u十 2m + (2m)= 32 
I I ωc十本1+匡l←22c+90v +伽十(4m+例 =360
工の正常な再生産を前提とすれば， 20IKc=20Icが相互交換され， これが
:20Imと入れ替り，かくて部門工の 20Kが剰余価値より控除される。他方， 1， 
IKの20cが現物填補される。 IK の流通手段2mはこの部門内で控除，工Kの
4cは 4工c と相互交換，更に 4Ic=4Im と入れ替り ，1の不変資本， IKの
不変資本は現物填補される。他方，工の 86v十62mニ 148が生産手段， 4Imが
流通手段の形態で現存し，これが 152IIcと相互交換される。叉 (4v+2m)IK 
=6IIcが相互交換。かくて，4c十6c=10IIcが流通手段で填補され，(4C十6c)
=10Kが 10IImと入れ替る O 今や，部門Eの不変資本は生産手段 (148)+22c 

















1 450c + 75c + 15c十190v+75ml+ (15m) =720 





るO それ故，総生産物は 810c+195v十195m=1200となる O 流通手段として消
費された部分は総剰余価値 195mから 30mが控除され30Kが現物填補される。





が生産手段，15Kが流通手段として消費。 151CK=15 1 mと相互入れ替。 90Im









ー(L，m)W(20)o ((L， m)Wは生活手段を表わす〉。他方 20G-A(20)は流通
過程で消費され空費である O 部門Iで10b，部門Eで 10bが消費されるとするo
Eでは，10bはEの剰余価値より控除される。工では，10Gでもって労働者が






195m = (81 Oc + 195v) P'十100Blゲ+(30K+20b)1ゲ十30K十20b
















ば必要であろう売買費用 (K+めを50とする O かふる条件の下でまず一般的利
潤率が規定される。
















純利益 100BρlF十50(K+ b)-44.25 (K'十b')='18.75













































rF_ 1_' I G--WくPm……Pr(c十v)I 
W'i-G/~( g-W<C!) (売買費用として流通過程で不生産的消費〉
l(m) I~ 1"1 










，_ 180m-25(K' +b') 
あ - ，...，ハハ~- I ー， I ~ワOB十25(K'十 b') …………………・・…・………①
となり，P2'>P/こ斗に商業資本自立仕の根拠があるO
然し，この説にも次の三つの問題が生すやる。






25 (K + b) = 900( c + v) (あ'-pr') + 125(B十K+b)(P2'-pj') 


























































































ω 安部隆一著，前掲書， 25頁， Das Kapital-J[. S. 326. 
倒向上書， 23頁， Das Kapital-J[. S. 323. 




























はなく，単に 100十10=110として 110の販売価格で充分な筈である O 何故な
ら資本家として商人も 100を投じて10の利潤を得ることで一般的利潤率を上げ



















































して購入する。 10G-A.(10)o A (10)は商業労働として消費された結果，何も































IDies zweite B=100 wurde nicht zusatzlich in den Preis der Ware ein-
gehn， aber wohl die 10%0 Es wurden daher zwei Operationen zu 100， =200， 
ω 
Waren kaufen fur 200+20=220J 
更に，賃労働としての商業労働は b'をも含んでし、るO つまり無償労働 b'を
10bとすればもう一つの 100Bぺ=10b'たる商業労働で実存〉を前提としてい
ることになる。すれば，
100B -W(100) -130G' 




かくて商業資本が前貸する資本は 300Bとなる O すれば，一般的利潤率が著
しく下落し商業資本実存の根拠が失われる。それ故，売買費用としての商業労
働は賃労働として購入され， I可変的」資本として投下される。換言すれば，
商業資本は資本制的商業として実存し，集中・集積し，大規模化する必然性を
持っている。
結 き軍ロロ
まず〔ー〉において通説が看過されていると思われるこ点を指摘した。
社会的総資本の正常な再生産における追加貨幣資本 20QBを前提として，始
めて商業資本実存の根拠が分析しうること。
かつ，かふる追加貨幣資本は潜勢的貨幣資本として存在するところの「準
備金J I遊休貨幣資本」そのものではなく，貨幣資本として貨幣の機能を現実
に果すところの追加貨幣資本であることであるO
かふる分析は別稿の主題であり，こふでの主題ではない。従って，かえって
不充分なまふ問題点を指摘したことになり，誤解を生ぜしめる恐れすらある O
こふでは序に述べた問題提起からして必要な限度で、再び、指摘したにすぎぬ。と
同時に追加貨幣資本は個別資本・社会的総資本いづれの立場からみても，それ
は総再生産過程の流通部面における一段階において機能していること，かつ，
かふる流通部面にとじこめられて存在するところの貨幣資本が問題たることが
重要点である O
〔二〉においても別稿の分析を前提として，いわゆるローゼンベルグの計算上
の修正は問題があることを指摘し，流通手段材料部門の表式分析を検討した。
側安部隆一著，前出書， 26-7頁。
ω 拙稿，前出論文(注12)。
倒拙稿，前出論文， (注22)。
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そして，第二巻 e第一篇・第三篇の位置における分析の結果から云えることは
K+bたる売買費用は本来的生産門部にとって必要であるが「死重」たる空費
であることであるO 従って，第三巻における問題の中心は，かふるf空費が如
何なる形態で実存し，如何なる形態で填補され，かつ如何なる意味でか斗る形
態をとって存在するのかが問われるO こふに第二巻とは異なり，第三巻におけ
る独自な問題が存在するO かふる把握から通説の一般的利潤率の範式の把握の
仕方を検討してみるに，売買費用としての空費の把握が不充分であるところか
ら一般的利潤率の範式そのものの把握が不充分であるように思える O
〔三〉において，我々はまず上述の如く『資本論』の問題提起を解し，その存
在理由を分析した。
所で，いわゆる困難な問題の解決の鍵は，結局「可変資本」の填補が問題とな
るのであるから，かLる費用の存在理由と再生産を如何に把握するかにかかっ
ていると云える Oかくて，我々は宇野弘蔵教授の結論とは逆な結果に達つした。
すなわち『資本論』はいわゆる「困難な問題」を基本的には解決していると。
その結果『資本論』は一体何を云わんとしているのか。すなわち，資本の流
通過程における集中・集積の必然、性は，直接的生産過程における集中・集積の
論理と異った独自な論理を持って存在するという事であるO
なほ我々は第三巻・第一篇・第二篇・第三篇における一般的利潤率の分析を
前提として，商業資本実存の根拠，商業資本が前貸する売買費用 (K+めを
分析した。それ故， w資本論』第三巻における商業資本の位置を変更すべき必
要性は認められなし、。とは云え，第五篇「利子生み資本」を前提として，第五
篇を第四篇に還元して問題にすると云う事を否定するものではなし、。ただか斗
る問題は，商業資本そのものの分析とは別問題に過ぎぬ。
最后に，すでに明らかの様に，我々の以上の主張は基本的には，安部隆一教
-授が「流通諸費用の経済学的研究J (前出〉の第一章「売買費用」において分
析せられていることに過ぎなし、。ただ，この著作では，第二巻・第一篇の位置
で分析がなされているため，それを第三巻において再検討し補完したに過ぎぬ。
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